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【提案1】特定の場合における保安林解除に係る⽤地事情要件の⼀部適⽤除外

１ 愛知県の提案に対する当省の考え方①

既存の⼯場・事業場と⼀体的に⽣産・研究開発を⾏うために隣接地の保安林を解除す
る場合には、「⽤地事情等」に関する要件のうち「他に適地を求めることができないか、
⼜は著しく困難であること」を適⽤しない。

【当省の考え⽅】
愛知県の提案では、国⺠の⽣命・財産を守るために特に公益的機能の発揮を図る必要

がある森林として指定している保安林の解除要件を緩和するものであるため、保安林の
機能の発揮に⽀障が無いよう、要件を追加した修正案を提出する。

【提案２】地⽅⾃治体が⾏う事業に伴う保安林解除の「確定告⽰」の前倒し
事業者が都道府県（地⽅公営企業を含む。）であり、代替施設の設置等が確実に講じ

られる場合には、造成⼯事完了後、速やかに保安林解除の確定告⽰を⾏う。

【当省の考え⽅】
愛知県の提案では、主要な代替施設以外の施設が設置されなかった場合の対策が不⼗

分であるため、そのことが明らかな場合の措置を追加した修正案を提出する。
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３ 【提案１】に対する農林水産省の意見
愛知県の提案内容（要件） 理由等農林水産省修正案

① 当該事業の主たる区域が保安林以外
であること。（事業区域面積のうち保安林
の割合が25％以下）

・ 「当該事業」の定義を明確化するた
め。

① 当該事業（拡張する事業のことをいう）
区域の主たる区域が保安林以外である
こと。

② 当該事業が既存事業との一体性を有す
るものとして、その区域が既存事業の主
たる区域に隣接していること。

・ 一部表現の適正化を図るため。
② 当該事業が既存事業と一体的に実施さ

れるものであり、当該事業区域が既存事
業の主たる区域に隣接していること。

③ 当該事業に伴い森林率が35％以上確
保されるものであること。

・ 愛知県の提案内容（要件）どおり
③ 当該事業に伴い森林率が35％以上確

保されるものであること。

④ 当該事業が公的な計画に位置付けられ
た重要分野に係るものであり、都道府県
（地方公営企業を含む。）が事業主体とな
る事業であること。

・ 愛知県の提案内容（要件）どおり

④ 当該事業が公的な計画に位置付けられ
た重要分野 に係るものであり、都道府県
（地方公営企業を含む。）が事業主体とな
る事業であること。

－
・ やむを得ない事情がある場合に限
り、保安林解除を認めているため。

⑤ 事業環境の変化等により、既存事業を
当該箇所で拡張する必要があること。

－

・ 保安林以外に利用可能な土地があ
るにも関わらず、隣接する保安林だ
けが開発されないようにするため。

⑥ 既存事業に隣接した土地に保安林以外
の利用可能な土地がある場合は、当該
土地を優先して利用する計画であること。

・ 保安林の機能の確保のため、一部
要件を追加する必要があるため。

⑦ 都道府県知事は、生活環境の保全・形
成機能の維持増進を図る観点から、当該
事業区域内の残置森林(普通林）及び造
成森林について、保安林に指定すること。

－
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４ 【提案２】に対する農林水産省の意見
愛知県の提案内容（要件） 理由等農林水産省修正案

① 主要な代替施設（排水施設、流出土
砂貯留施設及び洪水調節施設）の設
置が完了していること。

・ 解除する保安林によって、何が
主要な代替施設になるのか、変わ
る場合があるため。

② 未完成の代替施設に関する工事完
了の期日が明確になっていること。ま
た、当該施設の工事完了までの防災
措置が計画されていること。

・ 愛知県の提案内容（要件）どおり

③ 確定告示までの間において、万が一
自然災害が生じた場合には、事業者
（地方公営企業を含む都道府県）は、
都道府県知事及び農林水産大臣に報
告を行うとともに、事業者の責任にお
いて復旧作業等を確実に行うこと。

・ 愛知県の提案内容（要件）どおり

③ 確定告示までの間において、万が一
自然災害が生じた場合には、事業者
（地方公営企業を含む都道府県）は、
都道府県知事及び農林水産大臣に報
告を行うとともに、事業者の責任にお
いて復旧作業等を確実に行うこと。

・ 代替施設が設置されないことが
明らかな場合は、森林に復旧する
等の対応が必要であるため。

④ 主要な代替施設以外の施設が設置
されなかった場合、当該保安林の解除
区域について、保安林の機能を回復さ
せる措置が講じられること。
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① 主要な代替施設（排水施設、流出土
砂貯留施設、洪水調節施設等であって、
農林水産省と事前に協議した上で決
定した施設）の設置が完了しているこ
と。

② 未完成の代替施設に関する工事完
了の期日が明確になっていること。ま
た、当該施設の工事完了までの防災
措置が計画されていること。
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